
第 １ １ 号 議 案

平 成 ２ ６ 年 度

亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算



　（総　則）

　第１条　平成２６年度亀岡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 29,965 戸

(2) 7,761,776 ｍ
３

(3) 21,265 ｍ
３

(4) 汚水管渠布設事業 φ200㎜　　延長 1,019ｍ　

処理場建設改良事業 亀岡市年谷浄化センター改築更新工事等（電気設備工事等）

　（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあてるため、企業債200,000千円を借り入れる。

　　　　　　　　　収　　 　　　入

　第１款　 下 水 道 事 業 収 益 2,341,600 千円

　　第１項 1,639,949 千円

　　第２項 701,651 千円

　　　　　　　　　支 　　　　　出

　第１款　 下 水 道 事 業 費 用 2,425,200 千円

　　第１項 1,747,215 千円

　　第２項 469,804 千円

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

主要な建設改良事業

平 成 ２ ６ 年 度 亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

営 業 費 用



　　第３項 198,181 千円

　　第４項 10,000 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額831,400千円は消費税資本的

　　収支調整額24,114千円、損益勘定留保資金807,286千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　収　　 　　　入

　第１款 資  本  的  収  入 1,154,900 千円

　　第１項 323,800 千円

　　第２項 433,733 千円

　　第３項 313,700 千円

　　第４項 83,017 千円

　　第５項 650 千円

　　　　　　　　　　　支 　　　　　出

　第１款 資  本  的  支  出 1,986,300 千円

　　第１項 811,750 千円

　　第２項 1,173,900 千円

　　第３項 650 千円

企 業 債 償 還 金

出 資 金

貸 付 金

特 別 損 失

企 業 債

国 庫 支 出 金

負 担 金

建 設 改 良 費

予 備 費

貸 付 金 返 還 金



　（企　業　債）

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起　債　の　方　法

523,800 千円

 （ただし、発行価格が額面金額を下  (1) 普通貸借

 まわるときは、その発行価格差減額  (2) 証券発行  により、銀行その他の場合にはその

 をうめるため必要な金額をこれに加  (3) 本債にかわる短期  債権者と協定するものによる。ただ

 算した額） 　　債を起こすことが  を行った後においては、  し、市財政の都合により据置期間及

　　できる。  び償還期限を短縮し、又は繰上償還

 若しくは低利に借換えすることがで

 きる。

　（一時借入金）

　第６条　一時借入金の限度額は、1,500,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の金額に流用し、

　　又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職 員 給 与 費 346,503 千円

　（他会計からの補助金）

　第８条　下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、242,439千円である。

償　　還　　の　　方　　法

 政府資金については、その融資条件

 等について、利率見直し

起債の目的

下 水 道 事 業

限　　　　度　　　　額

 当該見直し後の利率）

利　率

５％以内

 （ただし、利率見直し方

 式で借り入れる政府資金

亀岡市長　　　栗　　山　　正　　隆

平成２６年２月２４日提出



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収　　　入

備　　　考

1 下 水 道 事 業 収 益 2,341,600
千円

1 営 業 収 益 1,639,949

1 下 水 道 使 用 料 1,637,969

2 そ の 他 営 業 収 益 1,980

2 営 業 外 収 益 701,651

1 受取利息及び配当金 64

2 他 会 計 補 助 金 242,439

3 長 期 前 受 金 戻 入 458,958

4 雑 収 益 190

平成２ ６年 度 亀岡 市下 水道 事業 会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出　　　　

款 項 目 予　定　額



支　　　出

備　　　考

1 下 水 道 事 業 費 用 2,425,200
千円

1 営 業 費 用 1,747,215

1 管 渠 費 59,275

2 ポ ン プ 場 費 14,484

3 処 理 場 費 461,483

4 普 及 促 進 費 29,360

5 総 係 費 119,380

6 減 価 償 却 費 1,063,139

7 資 産 減 耗 費 94

2 営 業 外 費 用 469,804

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

411,794

2 雑 支 出 3,852

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

54,158

3 特 別 損 失 198,181

1 そ の 他 特 別 損 失 198,181

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目 予　定　額



収　　　入

備　　　考

1 資 本 的 収 入 1,154,900
千円

1 企 業 債 323,800

1 企 業 債 323,800

2 出 資 金 433,733

1 一 般 会 計 出 資 金 433,733

3 国 庫 支 出 金 313,700

1 国 庫 補 助 金 313,700

4 負 担 金 83,017

1 受 益 者 負 担 金 52,997

2 工 事 負 担 金 25,000

3 他 会 計 負 担 金 5,020

5 貸 付 金 返 還 金 650

1
水 洗 便 所 改 造
貸 付 金 返 還 金

650

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予　定　額



支　　　出

備　　　考

1 資 本 的 支 出 1,986,300
千円

1 建 設 改 良 費 811,750

1 事 務 費 86,000

2 管 渠 布 設 費 217,904

3 処理場建設改良費 504,700

4 固 定 資 産 購 入 費 3,146

2 企 業 債 償 還 金 1,173,900

1 企 業 債 償 還 金 1,173,900

3 貸 付 金 650

1 水洗便所改造貸付金 650

款 項 目 予　定　額



1,063,139減価償却費

△ 766,302

290,463

平成２６年度亀岡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２６年 ４ 月０１日から平成２７年 ３ 月３１日まで）

174,254引当金の増加額

千円

1,056,333

固定資産除却費 94

利息及び配当金の受取額

１

△ 100,831当年度純利益

業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 64

411,794

長期前受金戻入額

77,239

△ 458,958

小計

未払金の減少額

未収金の減少額

支払利息

受取利息及び配当金

△ 398,600

64

△ 411,794利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー２

644,603

投資活動によるキャッシュ・フロー

5,387

△ 38,482

負担金等による収入

補助金による収入



千円

３

資金期首残高 91,592

資金期末残高 121,228

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 216,367

523,800

△ 1,173,900

資金増加額 29,636

他会計からの出資による収入 433,733

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、平成２６年度において、退職手当として２３，９２７千円を支給するため、退職給付引当金２３，９２７千円を使用する。

972 2,712 2,517 67 41,151

期末勤勉
手      当

91,317

88 174,270 232,021

計

千円

2,601

8,491

9,089 36,878

特 殊
勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
特 勤
手 当職 員

手 当

の

内 訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

較

84

1,620

2

通 勤
手 当

単 身
赴 任
手 当

管 理 職
時 間 外
手 当

△ 534

13,594

26,550

2,938

△ 668

77,277

344,583

115,987

12,926

28,820

81,271

197,258

151,319

△ 3,994

147,325

170,708

148,381

△ 3,326

67,677

64,351

315,763

145,055 2,270

44,582

39,160

83,742

38,615

232,021

64,416

△ 1,710

5,967

△ 1,616

40,776

79,391

26,901

21

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

91,317

4,351

142,414

12

11

23

資 本 勘 定
支 弁 職 員

2

10

11

比

度

損 益 勘 定
支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

法 定 福 利 費 合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

計特 別 職 一 般 職

15,894 267,306

12,956

給 料 手 当 賃 金

251,412

103,031

206,830

25,191

140,704

本

年

234

前

年

0

区 分
給 与 費

報 酬

職 員 数

度

5,297

5,063

地 域
手 当

住 居
手 当

扶 養
手 当

648

2,178

598 140,704

退 職
給 付 費

21 133,1196,534

30,344



（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 4,351

 昇給に伴う
 増加分

1,728

 職員数の異動状況

 その他の増減分 2,623  職員の異動に伴う増等

本 年 度 23 人

前 年 度 21 人

増     減 2 人

職員手当 140,704 期末勤勉

 その他の増減分 △ 38,878  退職手当減等

備 考区 分 説 明増 減 額 増減額の増減事由別内訳

制度改正に
伴う増減分

179,582 制度改正に伴う増
5,312

174,270退職給付引当金



（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

２ ６ 年 ４ 月 １ 日

現 在

41歳3月

大 学 卒

区 分

大 学 卒172,200

平 均 年 齢

２ ５ 年 ４ 月 １ 日

現 在

42歳2月

行 政 職

140,100

172,200

高 校 卒

区 分

高 校 卒

企 業 職

140,100

そ の 他

平均給与月額 384,321

305,662平均給料月額

本 会 計 一 般 会 計

区 分 企 業 職

303,410

379,037

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

( ） ( ）

( ） ( ）

  （級別の標準的な職務内容）

4.3

１ 級

（再任用短時間勤務職員） 2 9.5

4

６ 級 1

計 23 100.0

７ 級

４ 級 7 30.5
現 在 ５ 級 2 8.7

２ 級 4 17.4
３ 級 4 17.4

区 分 級
構 成 比

企 業 職
職 員 数

（再任用短時間勤務職員）

２ 級

４ 級

２ ５ 年 ４ 月 １ 日 ３ 級

１ 級 5 21.7

２ ６ 年 ４ 月 １ 日

6

そ の 他
職 員 数 構 成 比

4.81
28.6

18.9

28.66

部 長

７級６級

係 長・主 幹
主　任

副 課 長 次 長 ･ 課長

100.021

1 4.8

そ の 他

企 業 職

７ 級

計

1

主 査

区 分 １級

５ 級

現 在 ６ 級

主事･主事補

４級 ５級２級 ３級

主　　任

4.8



エ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計の制度
０．９７５ １．１２５ ２．１００

有
１ ． ９ ０ ０ ２ ． ０ ５ ０ ３ ． ９ ５ ０

前 年 度
０．９７５ １．１２５ ２．１００

有
１ ． ９ ０ ０ ２ ． ０ ５ ０ ３ ． ９ ５ ０

本 年 度
０．９７５ １．１２５ ２．１００

有
１ ． ９ ０ ０ ２ ． ０ ５ ０ ３ ． ９ ５ ０

区 分

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 (月分)

職 制 上 の 段 階
職務の級等による
加 算 措 置

備 考
６ 月 (月分) １ ２ 月 (月分)

備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置等

２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

５２．４４００ 措置(2%～20%加算)

３６．５７００ ５２．４４００

調 整 額 加 算

定年前早期退職特別

５２．４４００ 措置(2%～20%加算)

調 整 額 加 算

定年前早期退職特別

区 分
２０年勤続の者

支 給 率 等 ２７．０２５０

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

２７．０２５０ ３６．５７００ ５２．４４００



カ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

 危険不快作業従事手当等

キ その他の手当

３ １ ９ ３ １ ９

差 異 の 内 容

同

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０ １ ０ ０ ． ０

（ ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ． １ １ ０ ． １ １

区 分 一般会計の制度との異同

同

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当



期 間 金 額 期 間 金 額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成２４年度
から
平成２５年度
まで

平成２６年度
から
平成２８年度
まで

亀岡市年谷浄化
センター改築工
事委託経費

1,255,000

亀岡市年谷浄化
センター等維持
管理業務委託経
費

平成２５年度734,600

104,900

675,940

亀岡市年谷浄化
センター汚泥運
搬・処分業務等
委託経費

平成２５年度 平成２６年度104,900 0

0

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払

義 務 発 生 予 定 額

317,580 232,600 28,880579,060

104,900

734,600734,600

平成２６年度

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

左 の 財 源 内 訳
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払



千円

１ 営 業 収 益

（ １） 下 水 道 使 用 料 1,526,540

平成２５年度亀岡市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２５年 ４ 月 １ 日から平成２６年 ３ 月３１日まで）

千円 千円

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 52,875 1,579,415

２ 営 業 費 用

（ １） 管 渠 費 48,687

（ ２） ポ ン プ 場 費 13,736

（ ３） 処 理 場 費 397,045

（ ４） 普 及 促 進 費 28,153

（ ５） 総 係 費 183,872

（ ６） 減 価 償 却 費 677,555

（ ７） 資 産 減 耗 費 39

（ ８） そ の 他 営 業 費 用 10,000 1,359,087

営 業 利 益 220,328

３ 営 業 外 収 益

（ １） 受取利息及び配当金 21

（ ２） 他 会 計 補 助 金 271,060



千円 千円 千円

（ ３） 雑 収 益 196 271,277

４ 営 業 外 費 用

（ １） 支 払 利 息 及 び 421,054企 業 債 取 扱 諸 費

（ ２） 雑 支 出 45,604

前 年 度 繰 越 欠 損 金 948,991

当年度未処理欠損金 924,044

466,658 △ 195,381

経 常 利 益 24,947

当 年 度 純 利 益 24,947



平成２５年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２６年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円

イ 土 地 1,516,463

ロ

千円 千円

１ 固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産

建 物 1,190,142

減 価 償 却 累 計 額 255,506 934,636

ハ 構 築 物 47,050,126

減 価 償 却 累 計 額 10,365,412 36,684,714

ニ 機 械 及 び 装 置 9,088,531

減 価 償 却 累 計 額 2,255,264 6,833,267

ホ 車 両 運 搬 具 7,785

減 価 償 却 累 計 額 4,301 3,484

有 形 固 定 資 産 合 計 45,997,733

（２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工具、器具及び備品 90,793

減 価 償 却 累 計 額 65,624 25,169

イ 電 話 加 入 権 1,335

ト 建 設 仮 勘 定 0

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（３） 投 資



イ 出 資 金 3,000

投 資 合 計 6,500

ロ 長 期 貸 付 金 3,500

固 定 資 産 合 計 46,005,568

２ 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計 299,385

引 当 金 合 計 56,494

（１） 現 金 預 金 91,592

（２） 未 収 金

資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金 56,494

46,304,953

負 債 の 部

千円 千円 千円

22,800

千円

３ 固 定 負 債

（１） 企 業 債

（３） 引 当 金

（２） 他 会 計 借 入 金

（１） 未 払 金 151,012

固 定 負 債 合 計 774,702

４ 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計 151,112

（２） 預 り 保 証 金 100

207,793

695,408

イ



資 本 剰 余 金 合 計 28,032,681

ヘ 受 贈 財 産 評 価 額 805,822

ト 寄 附 金 58,366

18,270,502

ハ 受 益 者 負 担 金 3,501,591

（１） 資 本 剰 余 金

イ

599,393

６

負 債 合 計 925,814

千円 千円 千円

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

５ 資 本 金

（１） 自 己 資 本 金 624,042

借 入 資 本 金 合 計

（２） 借 入 資 本 金

イ 企 業 債 17,646,460

17,646,460

国 庫 補 助 金 19,980,695

ロ 府 補 助 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

（２） 欠 損 金

イ 当年度未処理欠損金

チ そ の 他 資 本 剰 余 金

千円

924,044

9,312

ニ 工 事 負 担 金 592,977

ホ 他 会 計 負 担 金 2,484,525



27,108,637

資 本 合 計 45,379,139

924,044

負 債 資 本 合 計 46,304,953

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計



△ 5,656,541

△ 6,538

△ 82,945

イ 電 話 加 入 権 1,335

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 7,680

有 形 固 定 資 産 合 計 37,171,650

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 90,793

減 価 償 却 累 計 額 7,848

ホ 車 両 運 搬 具 6,853

減 価 償 却 累 計 額 315

ニ 機 械 及 び 装 置 9,618,666

減 価 償 却 累 計 額 3,962,125

ハ 構 築 物 47,278,613

減 価 償 却 累 計 額 31,255,090△ 16,023,523

イ 土 地 1,516,463

ロ 建 物 1,190,142

△ 768,013

千円 千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

平成２６年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成２７年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円

減 価 償 却 累 計 額 422,129



（ １） 一 時 借 入 金

△ 12,533

貸 倒 引 当 金 △ 5,132

（ ２） 未 収 金

貸 倒 引 当 金

0

負 債 の 部

千円 千円 千円

16,735,441

（ ３） 引 当 金 206,837

197,274

121,228

流 動 資 産

ロ そ の 他 企 業 債 721,924

（ ２） 他 会 計 借 入 金

318,502

資 産 合 計 37,485,454

企 業 債

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産 合 計

202,406

２

千円

３ 固 定 負 債

37,166,952

△ 6,033

イ 出 資 金 6,500

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 15,783,880

（ １） 現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

（ １）

４

企 業 債 合 計 16,505,804

固 定 負 債 合 計

22,800

流 動 負 債



５ 繰 延 収 益

イ

流 動 負 債 合 計

1,057,775資 本 金 合 計

ロ 府 補 助 金 147,594

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金

６ 資 本 金

（ １）

イ 915,521

千円 千円

25,900,864

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

７ 剰 余 金

収 益 化 累 計 額 △ 10,631,089

千円

自 己 資 本 金 1,057,775

33,310,056

資 本 の 部

千円

預 り 保 証 金 100

長 期 前 受 金

112,530

（ ２） 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 71,225

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

15,269,775

6,246

1,304,840

千円

1,114,739

（ １）

（ ３） 未 払 金

（ １）

引 当 金

（ ４）

（ ５）

千円

企 業 債 合 計 1,185,964

千円 千円



資 本 合 計

618,102当年度未処分利益剰余金

二

負 債 資 本 合 計 37,485,454

利 益 剰 余 金 合 計 618,102

剰 余 金 合 計 3,117,623

そ の 他 資 本 剰 余 金 9,312

ホ

4,175,398

2,499,521

（ ２） 利 益 剰 余 金

イ

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

ハ 他 会 計 負 担 金 1,307,653

ヘ

61,075

寄 付 金 58,366



注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

   当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物       15～50年 

      構築物        40年 

      機械及び装置   15～20年 

      車両運搬具      06年 

      工具器具及び備品 03～15年 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込

額を計上している。 

 



 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

 

 １ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

      該当事項なし 

 ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は5,701,814千円である。 

 ３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

      該当事項なし 

 ４ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       平成２６年度において、退職手当として23,927千円を支給するため、退職給付引当金23,927千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       平成２６年度において、期末手当及び勤勉手当として31,566千円を支給するため、賞与引当金5,312千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       平成２６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として5,537千円を支給するため、法定福利費引当金934千円を取

り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       平成２６年度において、債権4,611千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金4,611千円を取り崩す。 

 

Ⅲ．重要な後発事象 

 

      該当事項なし 

 

 



Ⅳ．その他の注記 

 

 １ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

      平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、

平成２６年３月３１日以前の取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除い

たすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産を除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理

的に整理している。 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



収　　　入

説　　　明

1
下水道事業
収 益

2,341,600
千円

1 営 業 収 益 1,639,949

1 下 水 道 使 用 料 1,637,969

1 下 水 道 使 用 料 1,637,969 下水道使用料

　(1)　家事用　　　　　1,112,081千円

　(2)　その他汚水用　　   525,744千円

　(3)　公衆浴場用               　 144千円

2 その他営業収益 1,980

1 他 会 計 負 担 金 202 一般会計負担金

2 手 数 料 1,657 排水設備設計審査・検査手数料等

3 雑 収 益 121 排水設備確認申請用紙売却代金等

2 営業外収益 701,651

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

64

1 預 金 利 息 64 預金利息

款 項

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節 金　　　額目



説　　　明

2 他 会 計 補 助 金 242,439
千円

1 他 会 計 補 助 金 242,439 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 458,958

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

353,330 長期前受金収益化額

2
府 補 助 金
長期前受金戻入

6,060 　　〃

3
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

10,503 　　〃

4
他 会 計 負 担 金
長期前受金戻入

12,784 　　〃

5
受 益 者 負 担 金
長期前受金戻入

62,806 　　〃

6
受贈財産評価額
長期前受金戻入

13,475 　　〃

4 雑 収 益 190

1 そ の 他 雑 収 益 190 公共下水道施設占用料等

目 金　　　額款 項 節



支　　　出

説　　　明

1
下水道事業
費 用

2,425,200
千円

1 営 業 費 用 1,747,215

1 管 渠 費 59,275

1 賃 金 33 現場作業員等賃金

2 備 消 品 費 53 人孔蓋及び公共汚水桝維持管理用備消耗品費

3 燃 料 費 57 自動車用燃料

4 委 託 料 20,258 管渠清掃委託料等

5 賃 借 料 530 管路敷借地料等

6 修 繕 費 36,934 管渠等修繕費

7 材 料 費 1,410 道路補修用材料

2 ポ ン プ 場 費 14,484

1 備 消 品 費 208 機械用等備消耗品費

2 燃 料 費 9 自動車用燃料

3 光 熱 水 費 24 水道料金

4 通 信 運 搬 費 1,834 電話料金

5 修 繕 費 3,519 各種設備修繕費

6 動 力 費 8,890 電力料

目 節款 金　　　額項



説　　　明

3 処 理 場 費 461,483
千円

1 給 料 8,296 職員２名分

2 手 当 4,827 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

984 　　〃

4 賃 金 1,062 事務補助者賃金

5 報 酬 3,104 非常勤嘱託職員報酬

6 法 定 福 利 費 2,574 共済組合事業主負担

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

174 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

8 旅 費 20 職員普通旅費

9 被 服 費 62 職員貸与被服費

10 備 消 品 費 2,738 機械用等備消耗品費

11 燃 料 費 339 消化槽加温ボイラー用燃料等

12 光 熱 水 費 1,130 水道料金等

13 通 信 運 搬 費 401 電話料金及び郵送料金

14 委 託 料 337,058 維持管理業務委託料等

15 賃 借 料 111 ガス検知警報器賃借料等

目 節款 金　　　額項



16 修 繕 費 23,882 各種設備修繕費

17 動 力 費 68,983 電力料等

18 薬 品 費 5,689 処理用及び水質試験用薬品

19 材 料 費 48 補修用材料

20 食 糧 費 1 来客等賄

4 普 及 促 進 費 29,360

1 給 料 14,314 職員４名分

2 手 当 5,568 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,690 　　〃

4 賃 金 1,440 事務補助者賃金

5 法 定 福 利 費 4,402 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

296 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

7 旅 費 1 職員普通旅費

8 被 服 費 58 職員貸与被服費

9 備 消 品 費 585 下水道フェスティバル用等備消耗品費

10 燃 料 費 38 自動車用燃料

11 印 刷 製 本 費 370 普及促進用広報紙等印刷費



説　　　明

12 通 信 運 搬 費 128
千円

電話料金及び郵送料金

13 委 託 料 385 広報紙新聞折込委託料等

14 賃 借 料 70 自動車賃借料等

15 材 料 費 15 下水道フェスティバル用材料

5 総 係 費 119,380

1 給 料 21,972 職員６名分

2 手 当 13,461 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,638 　　〃

4 賃 金 703 事務補助者賃金

5 報 酬 156 経営審議会委員報酬

6 法 定 福 利 費 7,876 共済組合等事業主負担

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

464 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

8 旅 費 181 職員普通旅費

9 被 服 費 65 職員貸与被服費

10 備 消 品 費 289 事務用備消耗品費

11 燃 料 費 250 自動車用燃料等

項 目 節 金　　　額款



12 印 刷 製 本 費 293 諸用紙等印刷費

13 通 信 運 搬 費 158 電話料金及び郵送料金

14 委 託 料 1,792 公営企業会計システム保守委託料等

15 手 数 料 182 量水器取付手数料等

16 賃 借 料 7,137 庁舎賃借料等

17 修 繕 費 275 自動車修繕費等

18 研 修 費 311 職員研修費

19 厚 生 費 268 職員互助会補助金

20 負 担 金 55,430 下水道使用料調定収納業務費負担金等

21 保 険 料 820 下水道施設損害保険料等

22
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

4,611 下水道使用料に係る貸倒引当金

23 雑 費 48 自動車重量税

6 減 価 償 却 費 1,063,139

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,063,139 有形固定資産減価償却費

7 資 産 減 耗 費 94

1 固定資産除却費 94 固定資産除却費



説　　　明

2 営業外費用 469,804
千円

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

411,794

1 企 業 債 利 息 411,044 企業債利息

2 借 入 金 利 息 750 一時借入金利息

2 雑 支 出 3,852

1
特 定 収 入
仮 払 消 費 税

163 特定収入仮払消費税

2 そ の 他 雑 支 出 3,689 過年度収入過誤納による還付金

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

54,158

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

54,158 消費税及び地方消費税納付金

3 特 別 損 失 198,181

1 その他特別損失 198,181

1 退 職 給 付 費 174,270 退職給付引当金（制度改正に伴う計上分）

2
賞 与 引 当 金
繰 入 額

5,312 賞与引当金（制度改正に伴う計上分）

3
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

934
期末勤勉手当に係る法定福利費引当金（制度改
正に伴う計上分）

4
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

17,665
下水道使用料及び受益者負担金に係る貸倒引当
金（制度改正に伴う計上分）

款 項 目 節 金　　　額



4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費



収　　　入

説　　　明

1 資本的収入 1,154,900
千円

1 企 業 債 323,800

1 企 業 債 323,800

1 企 業 債 323,800 公共下水道事業債

2 出 資 金 433,733

1 一般会計出資金 433,733

1 一般会計出資金 433,733 一般会計出資金

3 国庫支出金 313,700

1 国 庫 補 助 金 313,700

1
下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

313,700 公共下水道事業国庫補助金

4 負 担 金 83,017

1 受 益 者 負 担 金 52,997

1 受 益 者 負 担 金 52,997 公共下水道事業受益者負担金

2 工 事 負 担 金 25,000

1 工 事 負 担 金 25,000 工事負担金

款 項 目 節 金　　　額

資　本　的　収　入　及　び　支　出



3 他 会 計 負 担 金 5,020

1 一般会計負担金 5,020 一般会計負担金

5
貸 付 金
返 還 金

650

1
水 洗 便 所 改 造
貸 付 金 返 還 金

650

1
水 洗 便 所 改 造
貸 付 金 返 還 金

650 水洗便所改造貸付金返還金



支　　　出

説　　　明

1 資本的支出 1,986,300
千円

1 建設改良費 811,750

1 事 務 費 86,000

1 給 料 39,160 職員１１名分

2 手 当 25,191 　　〃

3 賃 金 1,440 事務補助者賃金

4 法 定 福 利 費 13,149 共済組合等事業主負担

5 旅 費 58 職員普通旅費

6 報 償 費 560 受益者負担金一括納付報奨金

7 被 服 費 132 職員貸与被服費

8 備 消 品 費 1,990 事務用備消耗品費

9 燃 料 費 272 自動車用燃料等

10 印 刷 製 本 費 571 諸用紙印刷費

11 通 信 運 搬 費 484 電話料金及び郵送料金

12 委 託 料 1,632 受益者負担金システム保守管理委託料等

13 手 数 料 36 公金収納取扱手数料等

款 項 目 節 金　　　額



14 賃 借 料 817 工事設計積算システム賃借料等

15 修 繕 費 199 自動車修繕費等

16 食 糧 費 2 来客等賄

17 厚 生 費 235 職員互助会補助金

18 保 険 料 64 自動車損害保険料

19 雑 費 8 自動車重量税

2 管 渠 布 設 費 217,904

1 委 託 料 52,300 管渠布設工事実施設計業務委託料等

2 手 数 料 190 公共汚水桝設置等手数料

3 材 料 費 337 公共汚水桝購入費

4 補 償 費 11,485 水道移設補償費

5 工 事 請 負 費 153,592 管渠布設工事費等

3
処 理 場 建 設
改 良 費

504,700

1 委 託 料 504,700 浄化センター電気設備工事委託等

4 固定資産購入費 3,146

1 固定資産購入費 3,146 自動車購入費等



説　　　明

2
企 業 債
償 還 金

1,173,900
千円

1 企 業 債 償 還 金 1,173,900

1 企 業 債 償 還 金 1,173,900 企業債償還金

3 貸 付 金 650

1
水 洗 便 所
改 造 貸 付 金

650

1
水 洗 便 所
改 造 貸 付 金

650 水洗便所改造貸付金

目項款 金　　　額節


